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この試験は作付方式あるいは施 BE量 を変えて試験 を

行な った圃場 を再び試験に用いる時に問題 となる残効

の不均一性が均一裁培によってどのように消去されて

ゆくかを 4年間均一裁培を行ない検討したものである。

本試験に用いた トウモロコツ種子は北海道立十勝農

業試験場 と北海製缶株式会社の御好意によるものであ

る。ここに記 して感謝の意を表 したい。

試  験  方  法

作付終了後1,72,'75年 の2年間は裸地にて放置した。

そのあと1974,'75,'76年 の 3年 .間 はスィー トコーン

Mo■■owOOn l s.を供試 し裁植密度25∞本/10aで
,

それぞれ 5月 7日 , 5月 2日 , 5月 10日 に播種 した。

19″年はエン 夕`Onwれ を供試 し,播種量 6～ 8た,′ 1い ,

播幅 17術 で4月 8日 に ドリル播を行な った。 4年間の

施肥量は表 1に 示 した とお りである。調査は トウモロ

コンについては 3年 とも生食適期の 8月 中・下旬に ,

'74年 ,'75年は 1区当 り8本 ,'76年 は ,本 刈取 り, 個

体別の全生重 を計量 した。エンパタについては出穂直

後の77年 7月 初めに 1区 当 り2点の 17刈 を行ない,

それぞれの全生重を計量 した。

表 1 各年次の施肥量 (り′10a)

牧草は,燐酸の施用量 を変えて単橋あるいは混播され

た。ただ し,牧草区の12年 目には トウモ●コンが裁培

された。12年間の うち 4, 8年 目には地方検定のため

各処理区は 6等 分され, ダイズ,パ レイシ ョ, トウモ

●コンが窒素施用,無施用の 2段階で栽培された。

試  験  結  果

図 1は 各処理区の総生体重の平均総生体重に対する

百分率 を年次別に示 したものである。これをみると,

まず作付方式では74年 に最高の値 を示 したパ レイショ

連作区と,そ れに次 ぐ〆イズ連作区の値が年 とともに

徐 々に低下 し逆に,74年 に低い値であ った トウモロコ

ン連作区,牧草区の値は徐 々に上昇 し,い ずれも平均

値に近づいている。また,初 年度か ら比較的平均値 に

近い値 を示 している輪作跡区でも年 とともにより平均

値に近づいている。さらに,燐酸の多施区,少施区の

差,堆肥の施用区,無施用区の差も年次が進むにつれ

て徐 々に少なくな ってきている。

このように各処理の残効の差は徐々に減少 し,圃場

は均一化 してきていると考えられたが,そ れを数値で

より明確に しようと分散分析を行な ったく表 2)。

結果 を年次
'1に

みると,19フ 4年 には各種残効 とも非

常に大きく,そ の中でも特に燐酸の残効は著 しかス 。

そこで '75年 には燐酸の残効を軽 減させる目的で燐 酸

肥料を前年の375倍 施用 した。その結果, 燐酸の残効

は,畑 作物の連・輸作区の (A)で は%ほ どに, 堆肥無

施用区の(D)で は%← でに減少 した。'76年 には堆肥を

多投 し圃場 を全体的に肥沃化することによって各種残

効の消去をはか った。その結果,各種の残効はかなり

小 さくな った。特に (D)で は燐酸の残効の有意差がな

くな り回場の均一化はかな り進んできていると思われ

た。 しか し,多 くの残効はまだ有意差がみ られた。そ

れまで倹定に供試 してきた トウモロコツは1960～ '71

年にわたる期間にも作付されておりその影響が考えら

れたことから,そ れを除 くために,'77年 には エンパタ

を供試 した。各種残効は,作 付方式を除いて有意差が
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試験は 6反復の分割区法で行ない, 1区 面積は15″

であ った。

供試圃場は盛岡市下厨川の東北農業試験場 内 の 約

100年生の赤松林 を1959年 に伐採開墾 したものである。

1960～ '71年の 12年間 ,パ レイショ, ダイズ, トウモロヨン の

畑作物 は,燐酸および堆 1巴 の異 なる施用量の下で連作

あるいは輪作 され, オーチャードグラス,ラ ジノタローパの



-156- 東 北 農 業 研 究  第 21号 (1978)

図 1 総生体重でみた各 処理区の

平均値に対す る百分率

注)処理 区 ( )内 は略称
作付方式 パイ ショ(P).ダイズ(S),ト ウモロコ

シ(C)の 連作区
CSR"S,図 の輪作区
オーチャードグラス(0), ラジノタローパ

(L),そ の滉播α)の 牧草区
鱗  酸 標準燐酸施用(P),3倍 燐酸施用

(3P)
堆  肥 堆1巴無施用区,堆肥3∞り/a

施用区(m)
図中右側の数字は各年次の平均収量

PI l pEレ笏  5p● ■ 3“ ■■

な くなった。特に,(A)の 場合には作付方式の残効は

260で有意ではあるものの, その値はプロッタ間誤差

よりも小 さく,ほ ぼ消滅 したと考 えてもよいと思われ

る。 (B)に ついても各区の値は,平均値に対 して,3%

から
'08%の

間に分布しており, 作付方式の残効は有意

ではあるが,圃場はかな り均一にな っていると考 えら

れる。 ところで,堆肥 と燐酸の交互作用が大きくなっ

ているが,こ れは圃場の周辺近 くの播種量の少ない部

分の影響によるもので,無視 しうると判断される。

表 2 総生体重の分散分析の結果

1%水準で有意 事5`水準で有意
:畑作物の連作・輪作の結果
:0の うちの堆肥無施用区と牧草区での結果

作付中止後 2年間裸地として放置 したが,'74年 の結

果では各種残効がきゎめて大きく,残効軽減の 目的に

は役立たないと思われる。

'74年 に非常に大きか った燐酸と堆肥の残効は, 4年

間の均―栽培の間に減少 を続け,ほ ぼ消去す ることが

できた。作付方式の残効も大きく減少 したものの有意

差 をな くすまでに至 らなか った。

このように,燐酸や堆肥の残効は均一裁培期間中に

それらを多投することにより消去できるが,作付方式

の場合は,土壌養分以外の要因にも影響 していると考

えられ,そ の残効の消去には時間を要すると思われる。

ところで,作付方式の残効が消去 しにくく,輪作区

の生重が各年次 とも安定 して比較的高い値 を示 したこ

とは,少 なくとも火山灰土療においては,土壌生産力

を低下させずに安定的に維持するためには輸作が望ま

しいことを示 していると考 えられる。

また,燐酸,堆肥の残効が初めの 3年間 きわめて大

きか ったことは,火 山灰土壌でそれらを施用すること

の重要性 を再確認させるものと思われる。
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